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県内民間事業所の管
理職（係長相当職以

上）に占める女性の割
合の上昇

みやざき女性の活躍
推進会議の会員企業

数の増

県内民間事業所にお
ける育児休業取得率

の上昇

③事業目標（全体）

現状値（時点）目標・ＫＰＩ

②令和７年度まで（第５次男女共同参画基本計画
期間中）の重要業績評価指標（ＫＰＩ）（※ＫＰＩは目
標達成への事業進捗の測定指標）

県内民間事業所の管
理職（係長相当職以

上）に占める女性の割
合の上昇

県内民間事業所にお
ける育児休業取得率

の上昇

①令和７年度まで（第５次男女共同参画基本計画
期間中）の中長期目標

令和　４年　３月　　（ 策定済 ・ 策定予定 ）※どちらかにマルをつけてください。 計画期間（予定）

目標値（時点）

地域女性活躍推進交付金事業実施計画書（都道府県分）

都道府県名：宮崎県　　　　　　　　　　　　　　

１．事業名
①みやざき女性の活躍推進会議の強化支援事業
②様々な課題・困難を抱える女性のための相談窓口設置事業

２．実施期間 令和６年４月１日　～　令和７年３月３１日

４．地域の実情と課題
⇒要件①「地域性」

【実情と課題】
○本県においては、Ｍ字カーブの底が浅く、有業者に占める女性の割合は47.3％（全国45.3％、R4就業構造基本調査）、育児をし
ている女性の有業率も78.8％（全国73.4％、R4就業構造基本調査）と高い状況である。しかしながら雇用者における管理的職業従
事者に占める女性の割合は15.5％と全国の15.7％に比べて低く（全国26位、R2国勢調査）、女性の力が十分に生かされていない状
況にある。

○このような課題に対し、女性が多様な働き方を実現できる環境づくりを進め、女性も男性もともに活躍できる宮崎の実現を目指し
て、平成27年10月に官民協働で「みやざき女性の活躍推進会議」を設立し、現在、会員企業が372社となっている。企業を中心メン
バーとした企画委員会が主体的に研修会等を企画・運営し、県内企業の女性活躍に対する意識の醸成を図っている。

○令和２年５～６月「みやざき女性の活躍推進会議」会員企業アンケート調査結果から見えた成果と課題
（成果）
・研修会等に過去1回参加した企業では、「管理職の意識が変わった(19%）」「社内の制度や取組に変化があった（15%）」、過去4回以
上参加した企業では、「管理職の意識が変わった(23%）」「女性社員の意識が変わった（23%）」と回答しており、研修会等を継続的に
実施してきたことによる成果が見られた。
（課題）
・「企業経営者の意識が変わった」と回答した企業は7％に過ぎない。女性が活躍できる就労環境づくりには、経営者の意識改革が
重要であることから、県経営者協会等と共同するなど、企業経営者の参画を更に促す取組を継続していく必要がある。
・今後希望する研修としては、「管理職向け研修（32％）」「企業トップや管理職と女性職員が同時に参加する研修（29％）」が多く、各
立場に向けた研修を開催する必要がある。
・各会員企業における課題として、「メンターやロールモデルとなる女性社員が社内にいない」「女性社員自身の能力向上に対する
意識が伴わない」ことが多く挙げられており、女性管理職等を対象とした研修の実施やネットワーク形成の推進、企業へのメンター派
遣を促進する必要がある。

○みやざき女性リーダー育成塾から見えた課題
　育成塾に参加した女性管理職や候補者等からは、働く上で不安なこととして「仕事と家庭の両立」という声が多く聞かれた。その背
景には、長時間労働や固定的性別役割分担意識による家事・育児等の負担の偏りがあると考えられ、企業を含めた社会全体におけ
るジェンダーギャップの解消が必要である。

○女性活躍推進法における一般事業主行動計画策定届出状況（従業員101人以上300人以下の企業）は、令和5年12月末現在、届
出率100％を達成。

５．事業の趣旨・目的
⇒要件①「地域性」

女性の活躍を推進するためには、
①企業側が従来の勤務時間を重視した評価方法をやめて、多様な働き方の導入と成果を重視した評価に移行すること
②女性側が就業を継続して経験を積み、管理職に対する意欲や能力を向上させること
が必要であり、そのために次のようなアプローチをしていく。

【企業へのアプローチ】
・女性活躍推進法に基づく協議会である「みやざき女性の活躍推進会議」において、企業が抱える課題を抽出し、課題解決のため
の研修会の開催や情報発信等を行う。また、会員企業アンケートを実施して、今後の取組の参考とする。

【女性へのアプローチ】
・県内企業の女性管理職又はその候補者を対象とした女性リーダー育成塾を実施し、女性の意識改革やスキルアップ、参加者同士
のネットワーク形成に取り組む。

３．女性活躍推進法に基づく
　　推進計画策定時期
　　 （策定予定時期）

６．事業目標・重要業績評価
指標（ＫＰＩ）　（全体）
⇒要件②「見える化」



（　　　） （　　　）

（アウトカム） 26市町村 （R8年度） 23 （令和5年度）

（アウトカム） 40% （R8年度） 26.2% (R5.3.31)

（　　　） （　　　）

設置の有無 有
設置（公表）時
期

平成27年
10月

※連携体制
が、法に基づく
協議会の場合
「○」を選択

○

女性活躍推進法に基づく協議会の設置状況

女性活躍推進法に基
づく推進計画策定市

町村数の増

働く場での女性の活躍を推進するため、企業に対して女性が多様な働き方を実現できる環境づくりを進めるよう働きかけるとともに、
女性に対してキャリア形成についての意識やスキルを高め、相談に応じる体制も整える。

①みやざき女性の活躍推進会議の強化支援事業【継続、一部改善】
 　女性が活躍できる就労環境づくりを進めるため、会員や経営者・管理職対象の研修会、女性管理職等を対象とした女性リーダー
育成塾を継続して行う。
　開催方法について、研修会はオンライン（ＺＯＯＭ）やハイブリッド形式、育成塾は女性管理職同士のネットワーク形成のため対面
形式で開催する等、研修の対象や目的に合わせて開催方法を工夫して実施する。
　他機関との連携について、労働局と連携しながら、研修会等でえるぼし認定等の紹介を行うほか、各研修会の内容に係る意見聴
取や周知依頼等を通じて、随時情報共有や連携を図りながら女性の活躍を推進する。
　会員企業アンケートを実施して、前回のアンケート結果（令和２年度）との比較・検証を行い、課題の抽出や今後の取組の参考とす
る。

②様々な課題・困難を抱える女性のための相談窓口設置事業【継続、一部改善】
　女性特有の困難・課題や、家庭の状況や職場でのハラスメント等により働き方について悩み・不安を抱える女性など、社会参画や
就業ができていない女性からの相談に対し、相談員が相談者に寄り添いながら傾聴しエンパワーメントしていく相談窓口を設置す
る。
　宮崎県男女共同参画センターや福祉事務所、労働局等と必要に応じて連携が可能な体制を構築する。

⑥市町村の取組状況に関するＫＰＩ

市町村の審議会委員
に占める女性割合の

上昇

⑤市町村の取組状況に関する目標

④事業ＫＰＩ（全体）

８．事業の実施により
　　期待される効果

事業①経営者層の意識改革による多様な働き方の実現、女性管理職等の意識改革、スキルアップ及びネットワーク形成
事業②困難を抱える女性の課題解決

９．事業効果の検証及び
　　今後の課題の整理方法

毎年度末、事業目標の時点確認を行う。

10．事業の実施体制
⇒要件③「官民連携・地域連
携」

連携体制の名称 みやざき女性の活躍推進会議

７．事業内容
⇒要件①「地域性」
⇒要件④「政策連携」

構成団体

各構成団体の主な連
携内容

他の地方公共団体と
の連携

会員企業：372社
支援団体：宮崎県商工会議所連合会、宮崎県商工会連合会、宮崎県中小企業団体中央会、宮崎県経営者
協会、宮崎県中小企業同友会、宮崎県社会保険労務士会、日本労働組合総連合会宮崎県連合会、宮崎県
農業協同組合中央会、宮崎県森林組合連合会、宮崎県木材協同組合連合会、宮崎県漁業協同組合連合
会、みやざきＮＰＯ・協働支援センター、宮崎大学、宮崎県産業振興機構、宮崎労働局、宮崎県市長会、宮崎
県町村会、宮崎県

上記の会員企業及び支援団体から、企画・運営・事業管理を行う企画委員会（委員15名）を設置し、課題抽出
を行い、その解決に資する事業を実施。

市長会、町村会を支援団体とし連携を図るとともに、事業実施の際は全市町村に周知、広報啓発を依頼。


